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回次
第11期

第２四半期
連結累計期間

第10期

会計期間
自2021年１月１日
至2021年６月30日

自2020年１月１日
至2020年12月31日

売上高 （千円） 7,037,523 22,276,045

経常利益 （千円） 488,747 731,546

親会社株主に帰属する

四半期（当期）純利益
（千円） 315,081 462,784

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 385,568 498,684

純資産額 （千円） 9,982,117 6,315,927

総資産額 （千円） 106,561,445 63,392,900

１株当たり四半期（当期）純利益 （円） 12.21 19.20

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益
（円） － －

自己資本比率 （％） 5.8 9.3

営業活動によるキャッシュ・

フロー
（千円） △6,718,699 △6,729,569

投資活動によるキャッシュ・

フロー
（千円） △4,392,361 △1,323,085

財務活動によるキャッシュ・

フロー
（千円） 11,517,635 7,972,609

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
（千円） 12,456,627 12,056,085

回次
第11期

第２四半期
連結会計期間

会計期間
自2021年４月１日
至2021年６月30日

１株当たり四半期純利益 （円） 2.37

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式は存在するものの、当社株式は非上

場であり、期中平均株価が把握できないため、記載しておりません。

４．当社は、第10期第２四半期連結累計期間については四半期連結財務諸表を作成していないため、第10期第２

四半期連結累計期間に係る主要な経営指標等の推移については記載しておりません。
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２【事業の内容】

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容及びセグメント

情報における事業区分に重要な変更はありません。また、主要な関係会社の異動は次のとおりです。

　第１四半期連結会計期間より、一関大東匿名組合事業は持分の追加取得により、持分比率が過半を超えたため、赤

芝水力発電株式会社は株式の過半数を取得したため、それぞれ連結の範囲に含めております。持分法適用の関連会社

でありました吉高鈴ヶ沢匿名組合事業は、第１四半期連結会計期間において、持分の追加取得により、持分比率が過

半を超えたため、連結子会社としております。また、第１四半期連結会計期間より、鹿児島頴娃匿名組合事業に出資

したため、持分法適用の関連会社としております。

　当第２四半期連結会計期間より、ＲＪエネルギー新潟阿賀野匿名組合事業は新たに持分の過半を取得したため、Ｇ

ｏｏｄ Ｓｏｌａｒ匿名組合事業は新たに持分の全額を取得したため、それぞれ連結の範囲に含めております。ま

た、合同会社アールジェイ２号は重要性が乏しくなったため、連結の範囲から除外しております。

　この結果、2021年６月30日現在では、当社グループは、当社、子会社41社及び関連会社4社により構成されており

ます。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第２四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、新規上場申請のための有価証券報告

書（Ⅰの部）に記載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。なお、当社は、

前第２四半期連結累計期間については四半期連結財務諸表を作成していないため、前年同四半期連結累計期間との比

較分析は行っておりません。

(1)財政状態の状況

（資産）

　当第２四半期連結会計期間末における流動資産は94,974,757千円となり、前連結会計年度末に比べ36,950,896千

円増加いたしました。これは主に販売用発電所が16,373,830千円、仕掛販売用発電所が13,638,941千円増加したこ

と等によるものであります。固定資産は11,586,687千円となり、前連結会計年度末に比べ6,217,648千円増加いた

しました。これは主にのれんが3,422,944千円、土地が1,397,168千円増加したこと等によるものであります。

　この結果、総資産は、106,561,445千円となり、前連結会計年度末に比べ43,168,544千円増加いたしました。

（負債）

　当第２四半期連結会計期間末における流動負債は18,468,075千円となり、前連結会計年度末に比べ5,825,964千

円増加いたしました。これは主に１年内返済予定の長期借入金が3,112,428千円、１年内返済予定のノンリコース

長期借入金が1,639,844千円、短期借入金が1,099,720千円増加したこと等によるものであります。固定負債は

78,111,251千円となり、前連結会計年度末に比べ33,676,389千円増加いたしました。これは主にノンリコース長期

借入金が24,238,644千円、長期借入金が7,185,679千円増加したこと等によるものであります。

　この結果、負債合計は、96,579,327千円となり、前連結会計年度末に比べ39,502,354千円増加いたしました。

（純資産）

　当第２四半期連結会計期間末における純資産合計は9,982,117千円となり、前連結会計年度末に比べ3,666,190千

円増加いたしました。これは主に非支配株主持分が3,341,157千円増加、親会社株主に帰属する四半期純利益

315,081千円の計上により利益剰余金が増加したこと等によるものであります。

(2）経営成績の状況

　当第２四半期連結累計期間（2021年１月１日～2021年６月30日）における我が国の経済情勢は、新型コロナウイ

ルス感染症拡大が続く中、ワクチン接種が開始され感染症縮小が期待されるものの、４月25日から、３回目の緊急

事態宣言が東京都など４都府県に出され、主として個人向けサービスや宿泊・飲食サービス等個人関連の業種など

で、依然として不透明な状況が続きました。

　このような状況の中、当社グループが位置する再生可能エネルギー事業においては、2020年10月26日の菅政権発

足後初の所信表明において、2050年までに温室効果ガスの排出量を実質ゼロとし、脱炭素化（カーボンニュートラ

ル）社会の実現を目指すこと、そのために、省エネルギーを徹底し再生可能エネルギーを最大限導入するととも

に、規制改革などの政策を総動員しグリーン投資の更なる普及を進めることなどが宣言されました。更に４月22

日、菅首相が政府の地球温暖化対策推進本部の会合において、2030年の温室効果ガスの削減目標を2013年度比で従

来の26％減から46％減に大幅に積み増しすると発表しました。

　2021年は、現行のエネルギー基本計画が見直されることとなっており、「温室効果ガスの削減目標46％減」と整

合する次期エネルギー基本計画が検討されています。

　また、2022年４月１日より施行が予定されている「強靭かつ持続可能な電気供給体制の確立を図るための電気事

業法等の一部を改正する法律」では、固定価格買取制度に加え、新たに市場価格に一定のプレミアムを上乗せして

交付する制度（Ｆｅｅｄ ｉｎ Ｐｒｅｍｉｕｍ制度）の創設、再生可能エネルギーの導入拡大に必要な地域間連系

線等の系統増強の費用の一部を、全国における賦課金方式で支える制度の創設などがその骨子として盛り込まれて

います。再生可能エネルギー導入に対する政府の支援姿勢は継続しており、今後も再生可能エネルギー市場はより

一層拡大していく見通しです。

　当社グループは、経営理念である次の３つのミッションに基づき、事業に取り組んでいます。

（ⅰ）クオリティーの高い再生可能エネルギー発電所をつくり、安全に運営します
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（ⅱ）金融のノウハウを活かし、再生可能エネルギーをひろげます

（ⅲ）再生可能エネルギーで地域社会を元気にします

　当第２四半期連結累計期間における当社グループの事業においては、まず、電源多様化の一環として、赤芝水力

発電株式会社の株式を取得しました。当社グループとして初となる水力発電所は、山形県西置賜郡に所在し、赤芝

発電所と第二赤芝発電所の２設備で、発電した電力は当該地域で全量消費される地産地消型の重要な電源となって

います。

　太陽光発電所関連では、開発中太陽光発電所である阿賀野市山寺太陽光発電所を、第一生命保険株式会社と共同

出資により取得しています。

　また、太陽光発電所開発等の資金調達として、グリーンプロジェクトボンドを発行しました。岩手県一関市にお

ける開発資金として127億円、鹿児島県南九州市のプロジェクトに対して101.5億円を調達しました。当社として９

件目となるプロジェクトボンドの発行となり、発行総額は816億円となりました。

　次に、固定価格買取制度（ＦＩＴ制度）に依存しない再生可能エネルギー電源の普及・拡大に向け、東京ガス株

式会社との間で「非ＦＩＴ太陽光発電所の電力購入契約」を締結するとともに、株式会社エコスタイルとの間で

「業務連携協定書」を締結しました。ＥＰＣ事業者であるエコスタイルが開発する太陽光発電所を当社が取得し、

発電した電力・環境価値を小売電気事業者である東京ガスへ販売します。本事業における太陽光発電所の規模は、

合計500ＭＷを目指しています。更に、再生可能エネルギー発電所のある地域を応援し共に発展していくことを目

指し、当社及び東急不動産株式会社他、全10社により、「一般社団法人再生可能エネルギー地域活性協会（ＦＯＵ

ＲＥ）」が設立され、当社も加入いたしました。

　連結子会社関係では、小売電気事業者である株式会社みらい電力において、今冬の厳しい寒さや天候不順による

電力需給の逼迫により、2021年１月の卸電力市場（スポット市場）の月間平均価格過去最高となるなどの影響を受

け、収益環境は厳しいものとなりました。また、当社をメインスポンサーとする日本再生可能エネルギーインフラ

投資法人が、稼働済太陽光発電所９物件を追加取得し、当該９物件に関し、当社がオペレーター業務を受託しまし

た。

　当社グループは、今後も再生可能エネルギー事業の拡大を通じてＣＯ２削減に取り組み、持続可能な社会の実現

に貢献してまいります。

　これらの結果、当第２四半期連結累計期間における売上高は7,037,523千円、営業利益は945,570千円、経常利益

は488,747千円、親会社株主に帰属する四半期純利益は315,081千円となりました。

　なお、当社グループは、再生可能エネルギー発電所開発・運営事業の単一セグメントであるため、セグメント別

の記載は省略しております。

(3）キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比

べ400,541千円増加し、12,456,627千円となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果使用した資金は6,718,699千円となりました。これは主にたな卸資産の増加額5,593,859千円等に

よるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果使用した資金は4,392,361千円となりました。これは主に連結範囲の変更を伴う子会社株式等の

取得による支出3,828,093千円、有形固定資産の取得による支出1,231,034千円等によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果得られた資金は11,517,635千円となりました。これは主に長期借入金の返済による支出

6,300,808千円、長期借入れによる収入17,371,300千円等によるものであります。

(4）研究開発活動

　該当事項はありません。
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３【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

2021/11/13 1:24:58／21797738_リニューアブル・ジャパン株式会社_公開申請書類（第２四半期）

- 5 -



種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 76,000,000

計 76,000,000

第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

（注）　2021年９月８日開催の臨時株主総会決議により定款を変更し、2021年９月９日付で発行可能株式総数は

24,000,000株増加し、100,000,000株となりました。

種類
第２四半期会計期間末現
在発行数（株）
（2021年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（2021年11月17日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 25,812,000 25,812,000 非上場

完全議決権株式で

あり、権利内容に

何ら限定のない当

社における標準と

なる株式でありま

す。

単元株式数は100株

であります。(注)

計 25,812,000 25,812,000 － －

②【発行済株式】

（注）当社の株式を譲渡により取得するには、取締役会の承認を要する旨定款に定めております。

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

②【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額
（千円）

資本準備金残
高（千円）

2021年４月１日～

2021年６月30日
－ 25,812,000 － 2,109,525 － 2,109,525

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】
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2021年６月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数

（株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合

（％）

株式会社Ｈ＆Ｔコーポレー

ション
東京都港区愛宕二丁目３番１-3602号 10,640,000 41.22

東急不動産株式会社 東京都渋谷区道玄坂一丁目21番１号 4,100,000 15.88

Shanghai Alliance

Financial Services Co.,

Ltd.

618 East Yan An Road,Suite 

11DHuangpu,Shanghai 200001,P.R.China
2,650,000 10.27

ＥＮＥＯＳ株式会社 東京都千代田区大手町１丁目１番２号 2,200,000 8.52

関西電力株式会社 大阪府大阪市北区中之島三丁目６番16号 2,200,000 8.52

眞邉　勝仁 東京都港区 860,000 3.33

ヤン　パン 中国上海市 646,000 2.50

ＪＡＩＣソーラー投資事業

有限責任組合

東京都千代田区九段北三丁目2番4号

メヂカルフレンドビルニ階
500,000 1.94

三菱ＵＦＪキャピタル５号

投資事業有限責任組合
東京都中央区日本橋二丁目3番4号 250,000 0.97

ＪＡ三井リース株式会社 東京都中央区銀座八丁目13番1号 250,000 0.97

株式会社あおぞら銀行 東京都千代田区麹町六丁目１番地１号 250,000 0.97

計 － 24,546,000 95.09

（５）【大株主の状況】

2021年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式  25,812,000 258,120 －

単元未満株式 － － －

発行済株式総数 25,812,000 － －

総株主の議決権 － 258,120 －

（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

②【自己株式等】

　該当事項はありません。

2021/11/13 1:24:58／21797738_リニューアブル・ジャパン株式会社_公開申請書類（第２四半期）

- 7 -



２【役員の状況】

　該当事項はありません。

2021/11/13 1:24:58／21797738_リニューアブル・ジャパン株式会社_公開申請書類（第２四半期）

- 8 -



第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、株式会社東京証券取引所の「有価証券上場規程」第211条第６項の規定に基づき、第２四半期連結会計期

間（2021年４月１日から2021年６月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（2021年１月１日から2021年６月30日ま

で）に係る四半期連結財務諸表について、EY新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。

３．最初に提出する四半期報告書の記載上の特例

　当新規上場申請のための四半期報告書は、「企業内容等開示ガイドライン24の４の７－６」の規定に準じて前年同

四半期との対比は行っておりません。
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（単位：千円）

前連結会計年度
（2020年12月31日）

当第２四半期連結会計期間
（2021年６月30日）

資産の部

流動資産

現金及び預金 12,060,235 12,462,077

売掛金 1,114,122 2,128,650

営業投資有価証券 3,987,074 4,348,187

販売用発電所 16,511,909 32,885,740

仕掛販売用発電所 22,345,900 35,984,841

未成工事支出金 21,691 873

前払費用 1,368,349 4,037,022

その他 614,577 3,127,364

流動資産合計 58,023,861 94,974,757

固定資産

有形固定資産 1,553,201 4,108,166

無形固定資産

のれん 3,682 3,426,627

その他 39,198 69,102

無形固定資産合計 42,880 3,495,729

投資その他の資産 3,772,956 3,982,792

固定資産合計 5,369,039 11,586,687

資産合計 63,392,900 106,561,445

負債の部

流動負債

買掛金 255,092 1,177,776

短期借入金 4,398,000 5,497,720

１年内償還予定の社債 494,000 198,000

１年内返済予定の長期借入金 4,131,235 7,243,664

１年内返済予定のノンリコース長期借入金 983,950 2,623,794

リース債務 5,180 16,720

未払金 764,122 568,763

未払法人税等 548,346 444,580

前受金 88 48

賞与引当金 1,026 6,984

その他 1,061,068 690,022

流動負債合計 12,642,111 18,468,075

固定負債

社債 2,437,293 2,322,057

長期借入金 15,961,963 23,147,643

ノンリコース長期借入金 25,423,919 49,662,563

リース債務 7,385 163,702

長期前受収益 594,118 1,563,556

修繕引当金 － 163,750

その他 10,182 1,087,978

固定負債合計 44,434,861 78,111,251

負債合計 57,076,973 96,579,327

１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】
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（単位：千円）

前連結会計年度
（2020年12月31日）

当第２四半期連結会計期間
（2021年６月30日）

純資産の部

株主資本

資本金 2,109,525 2,109,525

資本剰余金 2,517,968 2,517,968

利益剰余金 1,223,817 1,538,898

株主資本合計 5,851,310 6,166,391

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 24,702 34,654

その他の包括利益累計額合計 24,702 34,654

非支配株主持分 439,913 3,781,071

純資産合計 6,315,927 9,982,117

負債純資産合計 63,392,900 106,561,445
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（単位：千円）

当第２四半期連結累計期間
（自　2021年１月１日

至　2021年６月30日）

売上高 7,037,523

売上原価 4,368,487

売上総利益 2,669,036

販売費及び一般管理費 1,723,466

営業利益 945,570

営業外収益

受取利息 18,076

受取配当金 3,722

受取保険金 3,260

受取補償金 75,157

還付金収入 32,370

その他 11,591

営業外収益合計 144,180

営業外費用

支払利息 456,409

支払手数料 143,660

その他 932

営業外費用合計 601,002

経常利益 488,747

特別利益

投資有価証券売却益 15,345

その他 716

特別利益合計 16,062

特別損失

固定資産除却損 1,246

特別損失合計 1,246

税金等調整前四半期純利益 503,563

法人税、住民税及び事業税 577,958

法人税等調整額 △450,011

法人税等合計 127,946

四半期純利益 375,616

非支配株主に帰属する四半期純利益 60,535

親会社株主に帰属する四半期純利益 315,081

（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】
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（単位：千円）

当第２四半期連結累計期間
（自　2021年１月１日

至　2021年６月30日）

四半期純利益 375,616

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 9,951

その他の包括利益合計 9,951

四半期包括利益 385,568

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 325,032

非支配株主に係る四半期包括利益 60,535

【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】
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（単位：千円）

当第２四半期連結累計期間
（自　2021年１月１日

至　2021年６月30日）

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 503,563

減価償却費 838,315

のれん償却額 49,127

支払利息 456,409

営業投資有価証券の増減額（△は増加） △641,447

売上債権の増減額（△は増加） △961,748

たな卸資産の増減額（△は増加） △5,593,859

長期前払費用の増減額（△は増加） △132,295

仕入債務の増減額（△は減少） 402,046

未収消費税等の増減額（△は増加） △1,150,598

長期前受収益の増減額（△は減少） 969,437

未払消費税等の増減額（△は減少） △491,842

未払金の増減額（△は減少） 558,040

その他 △466,381

小計 △5,661,232

利息及び配当金の受取額 24,656

利息の支払額 △418,837

法人税等の支払額 △712,334

法人税等の還付額 49,048

営業活動によるキャッシュ・フロー △6,718,699

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △1,300

有形固定資産の取得による支出 △1,231,034

無形固定資産の取得による支出 △32,565

投資有価証券の取得による支出 △106,497

投資有価証券の売却による収入 481,145

投資有価証券の償還による収入 15,768

敷金及び保証金の差入による支出 △12,421

敷金及び保証金の返還による収入 300,660

関係会社の清算による収入 5,316

連結の範囲の変更を伴う子会社株式等の取得による

収入
16,659

連結の範囲の変更を伴う子会社株式等の取得による

支出
△3,828,093

投資活動によるキャッシュ・フロー △4,392,361

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 874,720

長期借入れによる収入 17,371,300

長期借入金の返済による支出 △6,300,808

社債の償還による支出 △411,236

リース債務の返済による支出 △3,952

非支配株主への払戻による支出 △12,387

財務活動によるキャッシュ・フロー 11,517,635

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 406,574

現金及び現金同等物の期首残高 12,056,085

連結除外に伴う現金及び現金同等物の減少額 △6,032

現金及び現金同等物の四半期末残高 12,456,627

（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

(1）連結の範囲の重要な変更

　第１四半期連結会計期間より、一関大東匿名組合事業は持分の追加取得により、持分比率が過半を超えたた

め、赤芝水力発電株式会社は株式の過半数を取得したため、それぞれ連結の範囲に含めております。持分法適

用の関連会社でありました吉高鈴ヶ沢匿名組合事業は、第１四半期連結会計期間において、持分の追加取得に

より、持分比率が過半を超えたため、連結子会社としております。

　当第２四半期連結会計期間より、ＲＪエネルギー新潟阿賀野匿名組合事業は新たに持分の過半を取得したた

め、Ｇｏｏｄ Ｓｏｌａｒ匿名組合事業は新たに持分の全額を取得したため、それぞれ連結の範囲に含めてお

ります。また、合同会社アールジェイ２号は重要性が乏しくなったため、連結の範囲から除外しております。

(2）持分法適用の範囲の重要な変更

　第１四半期連結会計期間より、鹿児島頴娃匿名組合事業に出資したため、持分法適用の関連会社としており

ます。また、持分法適用の関連会社でありました吉高鈴ヶ沢匿名組合事業は、第１四半期連結会計期間におい

て、持分の追加取得により、連結子会社となったため、持分法適用の範囲から除外しております。

（会計方針の変更）

　該当事項はありません。

（会計上の見積りの変更）

　該当事項はありません。

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

　該当事項はありません。

（追加情報）

（新型コロナウイルス感染拡大の影響について）

　新規上場申請のための有価証券報告書（Ⅰの部）の（追加情報）（新型コロナウイルス感染拡大の影響につ

いて）に記載した新型コロナウイルス感染症の今後の広がり方や収束時期等を含む仮定について重要な変更は

ありません。
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（四半期連結貸借対照表関係）

　該当事項はありません。

当第２四半期連結累計期間
（自2021年１月１日

至2021年６月30日）

給料及び手当 733,398千円

退職給付費用 20,174

（四半期連結損益計算書関係）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

当第２四半期連結累計期間
（自2021年１月１日

至2021年６月30日）

現金及び預金勘定 12,462,077千円

預入期間が３か月を超える定期預金 △5,450

現金及び現金同等物 12,456,627

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は下記の

とおりであります。

（株主資本等関係）

該当事項はありません。

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

当第２四半期連結累計期間（自2021年１月１日　至2021年６月30日）

　当社グループは、再生可能エネルギー事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。
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取得の対価 現金及び預金 3,163,391千円

取得原価 3,163,391千円

（企業結合等関係）

　取得による企業結合

１.企業結合の概要

（1）被取得企業の名称及びその事業の内容

被取得企業の名称 ＲＪエネルギー新潟阿賀野匿名組合事業

事業の内容 太陽光発電技術を利用した再生可能エネルギーによる発電に関する事業等

（2）企業結合を行った主な理由

新潟県阿賀野市にて再生可能エネルギー事業を推進するためであります。

（3）企業結合日

2021年５月31日（持分取得日）

2021年６月30日（みなし取得日）

（4）企業結合の法的形式

現金を対価とする持分の取得

（5）企業結合後の名称

ＲＪエネルギー新潟阿賀野匿名組合事業

（6）取得した出資持分比率

51％

（7）取得企業を決定するに至った主な根拠

　当社がＲＪエネルギー新潟阿賀野匿名組合事業の持分の過半を取得したことにより、実質的に支配す

ると認められるためであります。

２.四半期連結累計期間に係る四半期連結損益計算書に含まれる被取得企業の業績の期間

　貸借対照表のみを連結しているため、当第２四半期連結損益計算書に被取得企業の業績は含まれており

ません。

３.被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

４．主要な取得関連費用の内容及び金額

　該当事項はありません。

５.発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

（1）発生したのれんの金額

215,495千円

（2）発生原因

今後の事業展開により期待される将来の超過収益力であります。

（3）償却方法及び償却期間

20年間にわたる均等償却
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当第２四半期連結累計期間
（自2021年１月１日

至2021年６月30日）

１株当たり四半期純利益 12円21銭

（算定上の基礎）

親会社株主に帰属する四半期純利益（千円） 315,081

普通株主に帰属しない金額（千円） －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利

益（千円）
315,081

普通株式の期中平均株式数（株） 25,812,000

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式

で、前連結会計年度末から重要な変動があったもの

の概要

－

（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　（注）　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式は存在するものの、当社株式は非上場であり、

期中平均株価が把握できないため、記載しておりません。

（重要な後発事象）

（社債の発行）

　当社は、2021年８月23日開催の取締役会における社債発行に関する決議に基づき、株式会社清水銀行を引受先

とする第12回無担保社債を発行いたしました。その概要は以下のとおりであります。

１．社債の名称：リニューアブル・ジャパン株式会社第 12 回無担保社債

（株式会社清水銀行保証付及び適格機関投資家限定）

２．発行総額　：金２億円

３．利　　率　：年0.640％

４．払込金額　：元本100円につき金100円

５．償還価額　：元本100円につき金100円

６．払込期日　：2021年９月27日

７．償還期日　：2026年９月25日

８．償還方法　：期日一括償還

９．資金使途　：運転資金

（社債の買入消却）

　当社は、2021年８月23日開催の取締役会における決議に基づき、当社の連結子会社であるＲＪグリーンパワー

匿名組合事業により発行された第１回無担保普通社債を2021年９月10日に全額買入消却いたしました。その概要

は以下のとおりであります。

１．目的　　　　　　　　　　　　　　　  ：本社債より優位な金利条件での銀行借入を行うこととなったため。

２．買入消却額　                        ：1,141,057千円

３．買入価格　　                        ：額面金額100円につき金100円

４．社債買入日                          ：2021年９月10日

５．買入消却資金の調達方法　　　　　　　：銀行借入

６．償還による支払利息の年間減少見込額　：79,874千円

（社債の発行）
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　当社は、2021年９月22日開催の取締役会における社債発行に関する決議に基づき、株式会社愛媛銀行を引受先

とする第13回無担保社債を発行いたしました。その概要は以下のとおりであります。

１．社債の名称：リニューアブル・ジャパン株式会社第 13 回無担保社債

（株式会社愛媛銀行保証付及び分割譲渡制限特約付）

２．発行総額　：金３億円

３．利　　率　：年0.340％

４．払込金額　：元本100円につき金100円

５．償還価額　：元本100円につき金100円

６．払込期日　：2021年10月８日

７．償還期日　：2024年10月８日

８．償還方法　：期日一括償還

９．資金使途　：運転資金
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２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

2021年 11月 10日

リニューアブル・ジャパ ン株式会社

取 締 役 会  御 中

EY新 日本 有限責任監査法人

東 京 事 務 所

指定有限責任

針畳 
公認会計士

業 務 執 行 社

丁
宅ヽ ]ヽ 盈

公認会計士

監査人の結論

当監査法人は、株式会社東京証券取引所の「有価証券上場規程」第 211条第 6項の規定に

基づき、「経理の状況」に掲げられているリニューアブル・ジャパン株式会社の2021年 1月

1日 から2021年 12月 31日 までの連結会計年度の第 2四半期連結会計期間 (2021年
4月 1日 から2021年 6月 30日 まで)及び第 2四半期連結累計期間 (2021年 1月 1日

か ら2021年 6月 30日 まで)に係 る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借

対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括禾U益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー

計算書及び注記について四半期 レビューを行った。

当監査法人が実施 した四半期 レビューにおいて、上記 の四半期連結財務諸表 が、

我 が国において一般 に公 正妥 当 と認 め られ る四半期連結財務諸表 の作成基準 に準拠

して、リニューアブル・ジャパン株式会社及び連結子会社の 2021年 6月 30日 現在の財政

状態並びに同 日をもつて終了する第 2四 半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・

フローの状況を適正に表示 していないと信 じさせる事項が全ての重要な点において認められ

なかつた。

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期 レビューの基準に準拠

して四半期 レビューを行つた。四半期 レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期

連結財務諸表の四半期 レビューにおける監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、

我が国における職業倫理に関する規定に従つて、会社及び連結子会社から独立してお り、また、

監査人 としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎 と

なる証拠を入手したと判断 している。

四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認 められる四半期連結財務諸表の

作成基準に準拠して四半期連結財務諸表を作成 し適正に表示することにある。これには、不正

又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を作成 し適正に表示するために

経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員 彬末″，

Ｌ

Ｉ 材千



四半期連結財務諸表を作成するに当た り、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結

財務諸表を作成することが適切であるかどうかを評価 し、我が国において一般に公正妥当と

認められ る四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する

必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の

執行を監視することにある。

四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施 した四半期 レビューに基づいて、四半期 レビュー報告書に

おいて独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期 レビューの基準に従つて、

四半期 レビューの過程を通 じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して

以下を実施する。
・ 主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的

手続その他の四半期 レビュー手続を実施する。四半期 レビュー手続は、我が国において

一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠 して実施 される年度の財務諸表の監査に

比べて限定された手続である。
・ 継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に

関して重要な不確実性が認められると判断した場合には、入手 した証拠に基づき、四半期

連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の

作成基準に準搬 して、適正に表示 されていないと信 じさせる事項が認められないかどうか

結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期
レビュー報告書において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な

不確実性 に関す る四半期連結財務諸表の注記事項が適切でない場合 は、四半期連結

財務諸表に対 して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の

結論は、四半期 レビュー報告書 日までに入手 した証拠に基づいているが、将来の事象や

状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。
・ 四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる

四半期連結財務諸表の作成基準に準拠 していない と信 じさせ る事項が認 められないか

どうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結財務諸表の表示、構成及び内容、

並びに四半期連結財務諸表が基礎 となる取引や会計事象 を適正に表示 していない と

信 じさせる事項が認められないかどうかを評価する。
・ 四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に

関する証拠を入手する。監査人は、四半期連結財務諸表の四半期 レビューに関する指示、監督

及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査人の結論に対 して責任を負 う。

監査人は、監査役及び監査役会に対 して、計画 した四半期 レビューの範囲とその実施時期、

四半期 レビュー上の重要な発見事項について報告を行 う。

監査人は、監査役及び監査役会に対 して、独立性についての我が国における職業倫理に

関する規定を遵守 したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる

事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガー ドを講 じている場合はその内容に

ついて報告を行 う。

利害関係

会社及び連結子会社 と当監査法人又は業務執行社員 との間には、公認会計士法の規定により

記載すべき利害関係はない。

以  上


	表紙
	目次
	中表紙
	第一部【企業情報】
	第１【企業の概況】
	１【主要な経営指標等の推移】
	２【事業の内容】

	第２【事業の状況】
	１【事業等のリスク】
	２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
	３【経営上の重要な契約等】

	第３【提出会社の状況】
	１【株式等の状況】
	（１）【株式の総数等】
	（２）【新株予約権等の状況】
	（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】
	（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】
	（５）【大株主の状況】
	（６）【議決権の状況】

	２【役員の状況】

	第４【経理の状況】
	１【四半期連結財務諸表】
	（１）【四半期連結貸借対照表】
	（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
	【四半期連結損益計算書】
	【第２四半期連結累計期間】

	【四半期連結包括利益計算書】
	【第２四半期連結累計期間】


	（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

	２【その他】


	第二部【提出会社の保証会社等の情報】
	［四半期レビュー報告書］

